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四日市市水道事業経営戦略 
 

 

 
団 体 名 ： 四日市市上下水道局 

事 業 名 ： 四日市市水道事業 

策 定 日 ： 令和元年７月 

計 画 期 間 ： 令和元年度 ～ 令和 10 年度 

 

１．事業概要                                             
 

（１）事業の現況 

 ①給水                         （平成 31 年 3 月 31 日） 

供用開始年月日 昭和３年７月 計画給水人口 307,400 人 

法適（全部・財務） 

・非適の区分 
全部適用 

現在給水人口 311,395 人 

有収水量密度 1.798 千㎥／ha 

 

 ②施設                         （平成 31 年 3 月 31 日） 

水源 □表流水 □ダム □伏流水 ☑地下水 ☑受水 □その他 

施設数 

浄水場設置数 5 箇所 

管路延長 2,126 千ｍ 

配水池設置数 15 箇所 

施設能力 181,670 ㎥／日 施設利用率 60.0 ％ 
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③料金 

料金体系の 

概要・考え方 

 水道料金は、水道使用者の公正な利益と水道事業の健全な発展が

図りうるよう適正に定めている。 

 料金体系は、口径別料金体系（公衆浴場用、臨時用、船舶用は除

く）を採用しており、口径 13～25 ㎜までは基本水量制（5 ㎥まで）

として、その後は使用水量に応じた逓増型の料金体系となっている。

また、水道は公衆衛生の向上や生活環境の改善といった観点から、

生活用で使用する小口利用者には料金単価を抑える一方で、大口利

用者には多くの負担を求めてきた。そのため、地下水利用などへの

転換による水道離れを起こす要因のひとつとなっていることから、

大口利用者各自の基準水量以上に使用した料金に対して、軽減する

制度を平成 25 年度から設けている。 

料金改定年月日 

（消費税のみの改定は含まない） 
平成 17 年 10 月 1 日   

 

 

 

 

（平成26年4月から改定　消費税及び地方消費税8％） 　　　（１カ月につき） ＜税込＞

料金

水   量 料     金

 口径  13㎜ 5㎥ 928.80円 6～10㎥ 11～20㎥ 21～30㎥ 31～50㎥ 51～100㎥ 101㎥以上

一      〃　20㎜ 5㎥ 1,468.80円

   　〃　25㎜ 5㎥ 1,890.00円 21.60円  132.84円  164.16円  227.88円  290.52円  355.32円

   　〃　40㎜ － 4,957.20円

   　〃　50㎜ － 9,914.40円

     〃　75㎜ － 23,328.00円
まで

     〃 100㎜ － 44,064.00円 320.76円  355.32円  

     〃 150㎜ － 108,972.00円

200㎥ 11,340.00円            401㎥以上　　73.44円

5㎥ 3,618.00円

- 32,940.00円

101㎥以上

臨    時    用   6㎥以上         　708.48円

般

船    舶    用           1㎥以上           290.52円       

276.48円

公 衆 浴 場 用  201㎥～400㎥まで　　　36.72円

51～100㎥1～50㎥まで

基    本

従　量　料　金　（　1　㎥　に　つ　き　）

  用途

用

料金体系表 
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④組織 

組織体制 

 平成 10 年度から行財政改革に着手し、職員数の適正化や組織の再

編などの経営改革に取り組んできた。平成 17 年度には、下水道事業

と統合して上下水道局に改組し、共通する業務を一括して行うこと

により更なる効率化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上下水道事業管理者（1）

管理部（1）

総務課（2）

総務係（10）

管財係（5）

契約係（4）

経営企画課
（2）

企画計画係
（4）

水道財政係
（4）

下水財政係
（4）

お客様セン
ター（2）

料金係（9）

給水審査係
（7）

生活排水課
（2）

浄化槽指導係
（4）

水洗化普及係
（6）

技術部（1）

施設課（4）

水道施設係
（7）

下水施設係
（8）

水質管理室
（3）

水源管理センター
（11）

日永浄化センター
（12）

水道建設課
（2）

水道建設係
（8）

管路安全係
（7）

水道維持課
（2）

管理保全係
（11）

維持補修係
（22）

下水建設課
（4）

下水建設1係
（7）

下水建設2係
（7）

下水建設3係
（6）

工務係（8）

理事（兼） 検査監（兼）

政策推進監
（1）

 上下水道局組織体制（平成 31 年 4 月 1 日時点） 

（）は人数  

全体：198 名 

（上下水道事業管理者 1 名、政策推進監 1 名、管理部 66 名、技術部 130 名） 
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職員数と年齢構成 

平成 10 年度から原則、水道局採用職員について退職者不補充とし

て、職員数の適正化を図り、水道事業に従事する職員数は、平成 29

年度には平成 10 年度から 86 人減の 103 人まで減少している。この

ことにより、平成 29 年度末時点における職員の年齢構成は、40 歳

以上が全体の約 8 割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 

 平成 17 年度から下水道事業と統合して上下水道局となり、管理部門の組織を統合・改

編し、効率化を図った。また、窓口業務及び料金収納業務などの営業関連業務を包括委

託するとともに、水源地及び配水池などの運転管理業務についても委託し、効率化を図

った。 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

 別紙のとおり 
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２．将来の事業環境                                        

 

（１）給水人口と水需要の見通し 

 給水人口は、平成 22 年度をピークに減少傾向を示しており、近年は横ばいに推移して

いる。一方で、本市の人口は、「四日市市人口ビジョン（平成 28 年 3 月 31 日）」による

人口推計では、今後、減少していくと予測される。この人口推計に基づき、今後の給水

人口を予測すると、令和 20 年度では 30 万 3 千人に減少する見込みである。 

有収水量についても、給水人口と同様に減少傾向を示しており、近年は横ばいに推移

している。今後の水需要においても、人口減少や節水意識の向上、節水機器の普及など

から、減少していくものと予測される。このような水需要の増加が見込めない状況にお

いても、安定給水を維持し、事業を効率的かつ効果的に行っていくため、中長期的な見

通しに基づく計画的な取り組みが求められている。 
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（２）水道施設の見通し 

 保有する水道施設は、平成 29 年度末時点で、取水井（井戸）22 箇所、水源地 5 箇所、

配水池 15 箇所及び管路約 2,121km である。石油コンビナートの立地などによる市勢の

発展と市民生活の向上による水需要の増加に対応するため、第 2 期拡張事業（昭和 35～

45 年）や第 3 期拡張事業（昭和 44～平成元年）を中心に、水道施設の整備を急速に進

めてきた。 

 これまでも老朽化した施設の更新を進めてきたが、今後は、人口減少などに伴い水需

要の増加が見込まれないことから、現状を維持した規模での単純な施設の更新は、将来

的には施設利用率が低下するなどの事業効率を悪化させるため、適正な施設規模となる

よう縮小などの見直しを図りながら、更新を進めてくことが重要である。 

 また、管路では、平成 29 年度末時点で法定耐用年数である 40 年を経過した延長は約

597km であり、その割合を表す老朽管率は 28.1％で、全国平均 14.8％（平成 28 年度

末）と比較すると老朽化した管路が多い状況である。 

 これまでも、旧水道ビジョンにおいて、昭和 44 年以前に布設された導水管・送水管・

口径 100 ㎜以上の配水管を対象（平成 29 年度末時点：残り約 121ｋｍ）に、令和 10

年度までに更新する計画を策定し、更新事業を進めてきた。 

 今後、給水収益の増加が見込めないなか、管路の更新需要が大幅に増大するため、中

長期的な視点に立ち、効率的かつ計画的に更新を進めていく必要がある。また、ポリエ

チレンスリーブによる管外面の保護により、長寿命化を図るとともに、耐用年数のより

長い管種を採用していく必要がある。 
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（３）組織の見通し 

①水道事業職員 

 今後、水道施設の更新需要が増大するなか、水道事業を支えてきたベテラン職員が退

職を迎えることから、人材を確保しつつ技術やノウハウを次世代の職員に確実に継承す

るための取り組みが重要である。 

 

②官民連携や広域化等 

 水道事業は、様々な民間企業や関係団体にも支えられている。今後も水道の技術力を

維持・向上させるためには、このような企業や団体との連携を図ることが重要である。

また、人材の確保と技術力の継承は、全国の水道事業体においても共通の課題となって

いる。このため、県内外の水道事業体との情報共有を図り、人材の確保や技術力の継承、

水道事業の広域化などの事業体間の連携の取り組みについて、継続的に検討していく必

要がある。 
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３．経営の基本方針                                        
 

（１）経営方針 

 水道事業の運営にあたり、今後、水道施設の老朽化が進行し更新費用が増大する中、

少子化による人口減少社会の到来により、これまで経験したことのない厳しい経営環境

が訪れようとしている。このような状況の中でも、上下水道局における経営方針を「ひ

と・まち・みずが共生する都市基盤づくり」と掲げ、「四日市市水道ビジョン 2019」に

おける本市水道事業の基本理念である「 “貴重な水”と“信頼の絆”を未来に 」をもとに、

「安全で良質な水道水を将来にわたって安定的に確保し、お客さまから信頼される水道」

の実現に向けて、施策の実施のための財源を確保するとともに、経営の効率化及び健全

化を図り、安定した経営に取り組む。 

 

 

 

 

 

＜理想像＞ 

＜基本理念＞ 

 “貴重な水”と“信頼の絆”を未来に  

安全で良質な水道水を 

将来にわたって安定的に確保し 

お客さまから信頼される水道 

“貴重な水”を未来に： おいしい安全な水をいつまでも 

“信頼の絆”を未来に： いつまでもお客さまから信頼される水道 
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（２）基本方針 

 本市の目指す理想像を見据えて、基本方針を「四日市市水道ビジョン 2019」で掲げた

「安全」「強靭」「持続」とする。 

 

①安全 ～安全な水の供給で信頼される水道～ 

 これまで安全で良質な水道水の供給を継続しており、今後も水源の保全や適切な水質

管理を継続的に実施することで安全な水道水を供給する。また、給水装置の水質確保の

取り組みを強化することで、お客さまから信頼される水道事業を目指す。 

 

②強靭 ～災害に強く安定供給を継続する水道～ 

 これまで水道施設の耐震化や老朽化対策を進めており、今後も更なる耐震化に取り組

むとともに、老朽化の進む水道施設の更新を計画的に進める。また、災害や事故による

被害を最小限にとどめ、迅速に復旧できるよう、災害対応の充実・強化を推進し、強靭

な水道事業を目指す。 

 

③持続 ～いつまでも持続可能な水道～ 

 今後も水源の安定化を図り、お客さまの理解と信頼性を深めるため、お客さまサービ

スの向上や広報活動の充実に努める。事業の経営にあたっては、将来を見通した健全な

事業運営を推進し、経営基盤の強化を図る。また、水道事業を継続するための経営資源

の一つとして、現在の事業内部に蓄積された技術にも着目し、その継承を図るとともに、

環境負荷の軽減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

① 安全 ～安全な水の供給で信頼される水道～ 

② 強靭 ～災害に強く安定供給を継続する水道～ 

③ 持続 ～いつまでも持続可能な水道～ 

安全 強靭 持続
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４．投資・財政計画（収支計画）                                         
 

（１）投資・財政計画（収支計画）： 別紙のとおり 

投資・財政計画では、施設の運営の最適化と財政負担の軽減・平準化を図るアセット

マネジメントの取り組みを行う。 

 その結果、今後、老朽化及び耐震化対策などによる投資が増大するなか、現在の水道

料金を維持し、企業債残高を適正な水準に抑制した場合、令和 6 年度頃には、内部留保

資金が安定した事業運営に必要な資金（10 億円）を下回り、経営環境は大変厳しいもの

となる。 

 このようなことから、本収支計画では、令和 7 年度頃に平均 15％程度の水道料金の値

上げが必要となる見込みである。 
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（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 ①収支計画のうち投資についての説明 

目標 

①基幹管路耐震工事進捗率 100％ 

 基幹施設耐震化事業における基幹管路の耐震工事進捗率 100％を目指す。 

（平成 29 年度末時点：71.2％） 

 

②経年管路更新工事進捗率 100％ 

 経年管路更新事業における経年管路の更新工事進捗率 100％を目指す。 

 

主な投資 

の内容 

 「四日市市水道ビジョン 2019（水道事業基本計画）」で示した施策の実

施にあたり、具体的に事業や取り組みをまとめた「第 3 期水道施設整備計画

（計画期間：令和元年度～令和 10 年度）」に基づき事業を行う。事業内容

を以下に示す。 

 

【「第 3 期水道施設整備計画」の事業内容】 

１．基幹施設耐震化事業 

(1)基幹管路耐震化 

 管路の耐震化として、水道管が被災した場合、復旧に時間を要する基幹管

路（導水管・送水管・配水本管（口径 300 ㎜以上の配水管））の耐震化を図

る。耐震化が必要な管路約 45km に対して、平成 30 年度までに約 36km の

耐震化が完了する予定であり、本整備計画では残りの約 9km の耐震化を、

令和 5 年度の完了を目標に取り組む。 

 ♦基幹管路耐震化 L = 約 9km  【事業費 2,151 百万円】 

 

(2)水管橋耐震化 

 水管橋の耐震化として、基幹管路の水管橋 88 橋の耐震化を進めており、

平成 8 年度に簡易耐震診断を実施し、その結果に基づき上部工の落橋防止対

策を実施した。更なる耐震化を図るため、本整備計画では重要給水施設への

ルートにおける水管橋 8 橋の耐震化に取り組む。 

 ♦水管橋耐震化 8 橋  【事業費 995 百万円】 
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主な投資 

の内容 

(3)施設耐震化 

 施設の耐震化として、「四日市市建築物耐震改修促進計画」に準じて、配

水池、管理棟及びポンプ室などの建築物（200 ㎡以上）並びに接合井の耐震

化を優先的に行い、平成 28 年度までに完了した。引き続き、本整備計画で

はポンプ室や電気室などの建築物（200 ㎡未満）の耐震化に取り組む。これ

らの施設について、平成 29、30 年度に実施する耐震診断に基づき、耐震性

が確保できないものを対象に、耐震化を順次実施する。 

 ♦施設耐震化  【事業費 65 百万円】 

 

２．経年管路更新事業 

(1)経年管路更新 

 管路の老朽化対策として、平成 12 年度より、管路の耐用年数を 60 年に設

定し、昭和 44 年度以前に布設された導水管・送水管・口径 100 ㎜以上の配

水管を、令和 10 年度までに更新する計画で進めている。対象管路延長は、

約 176km であり、平成 30 年度までに約 55km を更新予定であり、本整備

計画では残りの約 121km の更新を行う。 

 また、昭和 44 年度以降の管路についても、中長期的な視点に立ち、今後、

約 2 倍に増加する老朽管路の更新を効率的かつ効果的に進めていくために、

厚生労働省が発表した参考の更新基準をもとに新たに本市の更新基準を定

め、漏水が多い硬質塩化ビニル管などを前倒しして更新する。 

 ♦管路更新 L = 約 154km  【事業費 20,581 百万円】 

 

(2)経年水管橋更新 

 管路に引き続き、水管橋の老朽化対策として、昭和 44 年度以前に架設さ

れた基幹管路の水管橋 7 橋を対象に、劣化度調査を実施し、優先度を勘案し

た上で順次更新を実施する。 

♦水管橋更新 7 橋  【事業費 1,275 百万円】 
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主な投資

の内容 

３．経年施設更新事業 

(1)電気・機械設備更新 

 取水井 22 箇所（43 井）、水源地 5 箇所、配水池 15 箇所（27 池）の電

気・機械設備について、法定耐用年数で更新するのではなく、日常点検や定

期整備により施設の機能を維持するなどの延命化を図りながら更新を実施す

る。本整備計画では、113 件の電気・機械設備の更新を行う。 

 ♦設備更新 113 件  【事業費 5,279 百万円】 

 

４．水源確保事業 

(1)取水井更新 

 取水井 22 箇所（43 井）について、老朽化などにより取水能力が低下して

いる施設があることから、取水能力を確認した上で、必要な施設に対して更

新を進めている。第 2 期水道施設整備計画では、朝明 2 号井、朝明 4 号井の

更新を行い、朝明 1 号井について、平成 30 年度から着手している。本整備

計画では、朝明 1 号井の更新を継続して行うとともに、平成 27 年度に実施

した水源能力調査により取水能力が低下している小牧 1 号井、小牧 3 号井に

ついて、順次更新を実施する。 

 ♦取水井更新 3 井  【事業費 476 百万円】 

 

５．配水管網整備事業 

(1)配水管網整備 

 災害や事故などがあった場合に断水の影響を最小限に抑え、また、配水コ

ントロールを容易にするため、配水区域を整理して迅速な復旧ができる管路

システムに再編を進める。管路システムの再編は、１配水池１配水区域の配

水ブロックの構築を基本としながら、配水量や水圧などの水運用の観点から、

基本構想を 8 配水池 6 配水区域として整備を進める。 

♦調整弁及び流量計設置  【事業費 440 百万円】 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

目標 

①内部留保資金 10 億円の確保 

 安定した水道事業運営に必要な資金として 10 億円を確保する。 

 

②企業債残高を料金収入の 3 倍以下に抑制 

 後世に過度な負担とならないように、企業債残高を適正な水準に抑制する。 

 

③適正な水道料金の継続的な検討 

 水道事業運営を持続可能なものとするため、経営状況や社会情勢を考慮し

た適正な料金体系や料金水準について、継続的に検討する。 

 

財源の 

積算の 

考え方 

料金 

 料金収入は、平成 27 年度までは減少傾向にあったが、平成 28、

29 年度の 2 か年連続で微増となったため、今後の推移は、予測す

ることが困難なことから平成 29 年度実績で横ばいに推移すると

仮定する。 

企業債 

 建設改良費に対する企業債発行率は 30％を基本とする。なお、

企業債残高を料金収入の 3 倍以下にするとともに、内部留保資金

が料金収入以上の額となるときは、企業債の発行を抑制し投資に

活用する。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

投資以外 

の経費の 

積算の 

考え方 

委託料 
 過去 3 ヵ年の決算値平均値を見込んでいる。 

修繕費 
 過去 3 ヵ年の決算値平均値を見込んでいる。 

動力費 
 過去 3 ヵ年の決算値平均値を見込んでいる。 

職員 

給与費 

 建設投資の増大に伴い人件費の増大を見込んでいる。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ 

等の活用（PFI・DBO 

の導入等） 

 今後、増大する管路の更新事業などへの対応は、安全で良質な

水道水を安定して供給し続けるために職員の技術継承が必要であ

ることから、職員による対応を原則とするが、人員が不足する分

については、設計・施工一括発注方式（DB 手法）や包括委託など

の官民連携について検討を行う。 

 なお、官民連携の導入にあたっては、事業のモニタリングなど

の民間事業者を牽制できる技術力と人員の確保が必要である。 

施設・設備の 

廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

施設・設備の長寿命

化等の投資の平準化 

 配水管網整備により配水ブロック化を進め、管路の口径や施設

の規模の適正化を図る。 

 水道施設の運営の最適化と財政負担の軽減・平準化を図るアセ

ットマネジメントの取り組みを継続的に行い、水道施設のダウン

サイジングや合理化を図る。 

広域化 
 地域の実情に応じた管理の一体化や施設の共同化などの広義の

広域化について、他都市の先進事例などの調査や研究を進める。 
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② 投資以外の経費についての検討状況等 

委託料 

 現在、窓口業務や運転管理業務などを委託しているが、更なる

経営の効率化とサービス向上を図るため、すべての業務を棚卸し、

委託の拡大や更なる導入の可能性について検討する。 

その他の取組 

管路の耐震化・更新事業の大幅な増加や水道施設の維持管理業

務に従事するベテラン職員の退職による人材の不足と技術の継承

に課題がある。また、水道特有の技術の習得に時間を要すため、

持続可能な事業運営の視点を踏まえた人材の確保と技術の継承の

取り組みが必要であり、前期から以下の取り組みを行う。 

①技術職員の確保 

 管路の耐震化・更新需要など業務量の大幅な増加に対応するた

め、技術職員の増員に取り組む。 

②人事制度の検討 

 業務量の増加や複雑多様化する業務を効率的に行うには、水道

事業に関する深い知識や高度な技術が必要不可欠であることか

ら、長期に渡って水道事業に携われるように人事制度のあり方な

どについて検討する。 

③水道技術系研修の導入 

 早期に水道技術を習得するために、外部研修に加えて事故や災

害時の対応などを題材とした水道技術系研修を導入し、職員の課

題解決能力の向上を図る。 

 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項                       
              

経営戦略の 

事後検証、 

更新等に関する事項 

 経営戦略の 10 か年を前期（3 年）、中期（3 年）、後期（4 年）

に分けて、期末ごとに見直しを図る。 
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

「1.経営の健全性・効率性」においては、給水収益
の増加等から、①経常収支比率、④企業債残高対給
水収益比率及び⑤料金回収率が前年度よりも改善し
平均値を上回っている状況にある。一方③流動比
率、⑥給水原価、⑦施設利用率など前年に対し改善
が見られるものの平均値に至っておらずより一層の
改善が必要な項目もある。水需要が節水機器の普及
や意識によって減少傾向のなか大幅な収益の増加は
望めないことから、より一層のコスト縮減を図り健
全経営に努めていく。
　また、水道事業の全国的な課題である「施設の経
年化」は、「2.老朽化の状況」で確認できるよう
に、経年化が進行している状況である。管路経年化
率が高いことや管路更新率が低いことを受けて、更
新期を迎えた管路更新を計画的に行うとともに、よ
り一層のスピードアップが図れる手法の検討が必要
である。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　①有形固定資産減価償却率…対前年度比0.46P上
昇し固定資産の老朽化が進んでいる。平均値より高
い数値は類似団体と比べ施設の老朽化が進んでいる
ことを示しており、次期整備計画において、より一
層のスピードアップを図るべく位置づけ、施設更新
に取り組んでいく必要がある。
　②管路経年化率…管路の約3割弱が法定耐用年数
を超えている状況で、平均値より格段に高い数値を
示しており、次期整備計画においても、より一層の
スピードアップを図るべく位置づけ、管路更新を進
めていく必要がある。
　③管路更新率…管路の更新ペースは平均値より
0.07P低い状態にあり、次期整備計画においても、
より一層のスピードアップを図るべく位置づけ、管
路更新を進めていく必要がある。

（※管路の法定耐用年数：40年）

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①経常収支比率…給水収益及び工事負担金収入の
増加、工事請負費及び委託料の削減などにより対前
年度比0.93P増加し、平均値より7.05P高く、より健
全化を図れた。
　③流動比率…未払金の減少などにより対前年度比
10.02P上昇。平均値より28.82P低い状況であるもの
の、200%以上を確保しており、健全性は図れてい
る。
　④企業債残高対給水収益比率…起債依存度を下げ
るため計画的に残高を減らしている。平均値より
54.24P低くなっており、より健全化を図れた。
　⑤料金回収率…大口径の給水収益の増加や企業債
利息や人件費の減少などにより対前年度比0.41P上
昇し、平均値を6.39P上回っており健全な状態であ
る。
　⑥給水原価…人件費や企業債利息が減少したもの
の受水費や減価償却費の増加などにより対前年度比
0.01円減少とほぼ横ばい状況であり、平均値より
6.83円/㎥高い状況である。より一層の経営の効率
化が必要である。
　⑦施設利用率…水需要の減少に伴い年々低下して
るなか0.88P上昇したものの、平均値を3.49P下回っ
ている。直ちに改善はできないが、更新時に適正規
模になるよう見直しを図る必要がある。
　⑧有収率…対前年度比0.82P減少し、平均値より
1.35P低い数値となっている。有収率の向上のため
に、より一層の経年管の更新を進めるとともにより
一層の漏水個所の早期発見・早期修繕に努める必要
がある。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 64.24 99.99 2,365 311,731 199.04 1,566.17 【】

206.44 1,511.98 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A1 自治体職員 312,134

経営比較分析表（平成29年度決算）
三重県　四日市市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.63 0.75 0.63 0.53 0.67

平均値 0.76 0.69 0.74 0.73 0.74

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 111.32 111.19 122.43 122.89 123.82

平均値 108.98 114.44 115.21 117.25 116.77

40.00

42.00

44.00

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 50.35 50.77 51.31 51.76 52.22

平均値 45.38 47.70 48.41 49.10 49.66

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 25.58 26.71 23.94 26.82 28.14

平均値 13.33 14.54 16.16 17.42 18.94

①経常収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.34 0.00 0.71 0.00 0.00

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 580.48 251.72 236.93 215.21 225.23

平均値 473.46 240.81 241.71 249.08 254.05

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 235.92 233.41 226.01 216.28 204.39

平均値 285.77 283.10 274.14 266.66 258.63

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 105.88 104.64 116.72 116.28 116.69

平均値 100.77 107.74 108.81 110.87 110.30

135.00

140.00

145.00

150.00

155.00

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 174.95 176.35 157.69 158.69 158.68

平均値 165.74 154.33 152.95 150.54 151.85

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

65.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 59.83 59.57 59.26 59.17 60.05

平均値 63.91 63.25 63.03 63.18 63.54

88.50

89.00

89.50

90.00

90.50

91.00

91.50

92.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 90.81 89.74 90.03 90.95 90.13

平均値 91.45 91.07 91.21 91.60 91.48

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.39】 【0.85】 【264.34】 【274.27】

【89.93】【60.41】【165.71】【104.36】

【48.12】 【15.89】 【0.69】
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様式２号（法適用企業・収益的収支）         投資・財政計画（収支計画） 

  

年　　　　　　度 平成28 平成29

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 7,113,699 7,094,532 7,077,104 7,169,499 7,145,121 7,145,121 7,145,121 7,145,121 7,145,121 8,117,570 7,965,220 7,965,220 7,965,220
(1) 6,640,661 6,663,980 6,640,287 6,673,134 6,481,935 6,481,935 6,481,935 6,481,935 6,481,935 7,454,384 7,454,384 7,454,384 7,454,384
(2) (B) 279,907 201,265 235,071 291,829 443,850 443,850 443,850 443,850 443,850 443,850 291,500 291,500 291,500
(3) 193,131 229,287 201,746 204,536 219,336 219,336 219,336 219,336 219,336 219,336 219,336 219,336 219,336

２． 504,994 501,323 502,310 525,067 534,504 532,888 530,775 529,031 527,371 525,181 521,258 517,208 512,650
(1)

(2) 231,874 234,403 231,347 233,648 247,059 243,186 238,787 234,728 230,724 226,160 222,237 218,187 213,629
(3) 273,120 266,920 270,963 291,419 287,445 289,702 291,988 294,303 296,647 299,021 299,021 299,021 299,021

(C) 7,618,693 7,595,855 7,579,414 7,694,566 7,679,625 7,678,009 7,675,896 7,674,152 7,672,492 8,642,751 8,486,478 8,482,428 8,477,870
１． 5,861,640 5,820,687 5,841,150 6,276,306 6,195,185 6,322,843 6,349,309 6,346,299 6,467,173 6,452,882 6,665,945 6,732,848 6,694,118
(1) 757,707 726,582 790,675 746,291 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532

315,668 310,028 790,675 746,291 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532 741,532
(2) 3,462,582 3,400,802 3,299,607 3,750,713 3,695,677 3,797,082 3,791,677 3,721,763 3,783,677 3,711,677 3,877,746 3,890,427 3,800,341

160,920 176,314 159,943 193,306 161,497 161,497 161,497 161,940 161,497 161,497 161,497 161,940 161,497
146,080 138,919 126,783 197,134 126,748 206,748 222,748 150,748 214,748 142,748 198,748 230,748 142,748
32,700 31,738 34,200 49,000 32,562 32,562 32,562 32,562 32,562 32,562 32,562 32,562 32,562

3,122,882 3,053,831 2,978,681 3,311,273 3,374,870 3,396,275 3,374,870 3,376,513 3,374,870 3,374,870 3,484,939 3,465,177 3,463,534
(3) 1,641,351 1,693,303 1,750,868 1,779,302 1,757,976 1,784,229 1,816,100 1,883,004 1,941,964 1,999,673 2,046,667 2,100,889 2,152,245

２． 337,987 313,949 292,092 269,565 251,287 232,827 216,583 202,803 192,036 183,478 177,163 174,382 173,126
(1) 337,864 313,832 292,073 269,546 251,287 232,827 216,583 202,803 192,036 183,478 177,163 174,382 173,126
(2) 123 117 19 19

(D) 6,199,627 6,134,636 6,133,242 6,545,871 6,446,472 6,555,670 6,565,892 6,549,102 6,659,209 6,636,360 6,843,108 6,907,230 6,867,244
(E) 1,419,066 1,461,219 1,446,172 1,148,695 1,233,153 1,122,339 1,110,004 1,125,050 1,013,283 2,006,391 1,643,370 1,575,198 1,610,626
(F) 3,964 2 2
(G) 4,481 2,503 7,507 7,440 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
(H) △ 4,481 1,461 △ 7,505 △ 7,438 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000

1,414,585 1,462,680 1,438,667 1,141,257 1,228,153 1,117,339 1,105,004 1,120,050 1,008,283 2,001,391 1,638,370 1,570,198 1,605,626
(I)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 6,833,792 6,893,267 6,842,033 6,877,670 6,701,271 6,701,271 6,701,271 6,701,271 6,701,271 7,673,720 7,673,720 7,673,720 7,673,720

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

（単位：千円，％）

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

営 業 外 費 用

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
経 費

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

令和9

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金

令和10

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

平成30 令和1 令和2 令和3 令和4 令和5

長 期 前 受 金 戻 入

令和6 令和7 令和8
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様式２号（法適用企業・収益的収支）         投資・財政計画（収支計画） 

 

年　　　　　度 平成28 平成29

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 320,000 200,000 714,000 761,000 778,000 966,000 1,091,000 999,000 976,000 917,000 1,070,000 1,095,000 1,074,000

２．

３．

４． 6,737 5,619 22,292 38,225 7,380 7,380 7,380 7,380 7,380 7,380 7,380 7,380 7,380

５．

６．

７． 47 233 1 1

８． 226,975 307,262 363,150 363,150 363,150 363,150 363,150 363,150 238,500 238,500 238,500

９．

(A) 326,784 205,852 963,268 1,106,488 1,148,530 1,336,530 1,461,530 1,369,530 1,346,530 1,287,530 1,315,880 1,340,880 1,319,880

(B)

(C) 326,784 205,852 963,268 1,106,488 1,148,530 1,336,530 1,461,530 1,369,530 1,346,530 1,287,530 1,315,880 1,340,880 1,319,880

１． 2,595,888 2,207,596 3,224,903 3,205,893 3,193,072 3,843,692 4,275,372 3,955,052 3,896,014 3,685,832 4,097,335 4,182,165 4,107,979

171,606 179,701 181,223 214,320 179,300 214,500 237,600 221,100 220,000 209,000 232,100 236,500 233,200

２． 923,545 941,776 977,921 977,155 1,011,457 1,023,845 1,040,721 949,028 906,368 854,370 802,586 772,773 749,619

３．

４．

５．

(D) 3,519,433 3,149,372 4,202,824 4,183,048 4,204,529 4,867,537 5,316,093 4,904,080 4,802,382 4,540,202 4,899,921 4,954,938 4,857,598

(E) 3,192,649 2,943,520 3,239,556 3,076,560 3,055,999 3,531,007 3,854,563 3,534,550 3,455,852 3,252,672 3,584,041 3,614,058 3,537,718

１． 2,090,772 1,852,733 2,036,177 1,594,754 1,544,587 1,574,713 1,610,983 1,681,946 1,744,910 1,807,183 1,858,100 1,916,372 1,972,286

２． 923,545 941,776 977,921 1,211,376 1,237,433 1,626,368 1,876,510 1,513,154 1,376,759 1,129,414 1,374,556 1,338,989 1,213,179

３．

４． 178,332 149,011 225,458 270,430 273,979 329,926 367,070 339,450 334,183 316,075 351,385 358,697 352,253

(F) 3,192,649 2,943,520 3,239,556 3,076,560 3,055,999 3,531,007 3,854,563 3,534,550 3,455,852 3,252,672 3,584,041 3,614,058 3,537,718

(G)

(H) 14,362,598 13,620,822 13,356,901 13,140,746 12,907,289 12,849,444 12,899,723 12,949,695 13,019,327 13,081,957 13,349,371 13,404,184 13,673,752

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成28 平成29

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8 令和9 令和10

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7令和1

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

平成30

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

令和8 令和9

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

（単位：千円）

令和10

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

平成30 令和1 令和2 令和3 令和4 令和5

工 事 負 担 金

令和6 令和7


